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第３編 基本計画 

総論 

第１章 人口動向 

１ 人口 

  ８４，１３３人（２０１５年１０月現在） 

 

≪年齢３区分による人口の推移≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

(人) 

１０年間毎の推移 

１９８５年から１９９５年  ２，９４３人の増加 

１９９５年から２００５年  ４，２０８人の増加 

２００５年から２０１５年  ６，０５５人の増加 

●各年の値は、国勢調査の数値です。なお、総人口には年齢不詳も含むため、0～14歳（年少人口）、15～64歳（生産

年齢人口）、65歳以上（老年人口）の合計と総人口とは一致しません。 
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≪将来人口の推計≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ケース①

社人研 

推計準拠 

2005年 2015年 2020年 2030年 2040年 

2027年（第 2次北名古屋市総合計画最終年） 

国勢調査結果 推計値 

2050年 2060年 

人口減少 

対策施策 

による効果 

ケース② 

「将来人口の推計」は、２０１６年２月に策定した「北名古屋市人口ビジョン」にお

いて、本市の人口の現状を分析し、２０６０年までの将来人口を推計したものです。 

ケース①は、国立社会保障・人口問題研究所が、推計時の出生率１．６７を維持する

と仮定して推計した人口です。この場合、人口減少に歯止めがかからず、急激な人口減

少が継続することにより、２０６０年の本市の人口は、７４，１８０人まで減少すると

推計されます。 

ケース②は、人口減少対策を実施することにより、出生率が２０３０年までに１．８

程度、２０４０年までに２．０７程度までに上昇し、その後は一定の値で安定すると仮

定して推計した人口です。この場合、本市の人口は緩やかな減少にとどまり、２０６０

年の人口は８１，５１６人となると推計されます。 

出生率の向上や定住促進などの人口減少対策の取組により、ケース②に近づけていく

ことが求められます。 

 

(人) 
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≪男女別５歳階級別人口 ２０１５年≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪男女別５歳階級別人口 ２０２７年≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●年齢５歳別人口の各年の値は、社人研推計に基づくものです。 
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55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85以上

男 性

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
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5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85以上

女 性

01,0002,0003,0004,0005,000

0～4歳

5～9歳
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20～24歳

25～29歳
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60～64歳
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70～74歳

75～79歳

80～84歳

85以上

男 性

(人) (人) 

男性 女性 

0   1,000  2,000   3,000  4,000   5,000 5,000  4,000   3,000  2,000  1,000    0 

(人) (人) 

0   1,000  2,000   3,000  4,000   5,000 5,000  4,000   3,000  2,000  1,000    0 

男性 女性 
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２ 世帯数 

  ３３，３０９世帯（２０１５年１０月現在） 

≪世帯数の推移≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．産業別就業者数 

  ４１，９６３人（２０１５年１０月現在） 

≪産業３部門による就業者数の推移≫ 
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896  862  518  520  

15,358  13,917  12,339  12,804  

26,088  
26,313  

26,144  26,946  

第１次産業 第２次産業 第３次産業 

42,371 
41,494 

41,502 41,963 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

2000年 2005年 2010年 2015年 

27,271 29,186 
31,820 33,742 

世帯数 

(世帯) 

１５年間の推移 

２０００年から２０１５年 ６，４７１世帯の増加 

（世帯人員は、３人以下で減少傾向にあります。） 

(人) 

2.78  

2.68  

2.56  2.49  

世帯人員 

●各年の値は、国勢調査の数値です。 

●各年の値は、国勢調査の数値です。なお、就業者総数は、分類不能の産業も含むため、第１次産業、第２次産業、第３

次産業の合計と就業者総数とは一致しません。 

１５年間の推移 

２０００年から２０１５年 ４０８人の減少 
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第２章 土地利用方針（基本的考え方） 

 愛知県は、全国の中でも人口の自然増・社会増を維持しながら人口増加が続く、数少ない

県の一つであり、その中の本市も同様に国立社会保障・人口問題研究所の推計では、２０２

０年まで人口増加が続くと予想されています。しかし、愛知県も本市も、２０２０年頃をピ

ークに人口減少に転換することが予想されており、人口の自然増・社会増を維持するための

取組が求められる一方で、将来の人口減少に備える必要もあります。また、リニアインパク

トに向けた備えも必要です。このような大きな社会状況の変化に適切に対応するため、土地

利用については、おおむね２０年後を見据えた考え方・方向性を示します。 

 

１ 暮らしやすく魅力ある土地利用（コンパクト＆高質住宅地創出） 

本市は、東西約６㎞、南北約４㎞という比較的小さな都市ではありますが、人口減少・

超高齢社会やリニアインパクトに対応するためには、鉄道駅や市役所を中心に、必要な都

市機能を集約するとともに、鉄道駅の近隣には質の高い住宅地の創出を図り、高齢者が暮

らしやすく、リニアインパクトによる新たな居住を誘導するため、コンパクトで暮らしや

すく、魅力ある土地利用を進めます。 

あわせて、鉄道の高架化と周辺まちづくりを促進します。 

 

２ 安全・安心なまちを支える土地利用（治水・防災） 

本市は、周囲を河川に囲まれた低平地であるため、浸水被害の危険性が高く、過去に幾

度も被害を受けています。災害危険度の高い地区での都市的土地利用は、併せて必要な対

策を講ずるものとし、そうした地区における遊水機能を有する農地の保全に努め、市民生

活の安全・安心の向上を図るとともに、持続的な地域経済活動の基盤を支えます。 

また、延焼火災の発生など、防災上問題のある市街地については、建物の防火性能の向

上の推進や狭隘道路の解消などの改善に努めます。 

 

３ 地域の強みを活かし活力を生み出す土地利用（産業集積・企業誘致） 

本市は、名古屋市に隣接し、高速道路や国道、主要地方道に囲まれ、県営名古屋空港に

も近接するという高い交通・生活の利便性を有しています。 

都市間競争が厳しくなるなか、本市ではこうした地域の強みを活かし、国道や県道など

の既存ストックが活用できる地域を中心に、周辺環境に配慮しつつ産業集積・企業誘致し

やすい土地利用を促進し、都市の持続的発展を図ります。 

あわせて、沖村西部土地区画整理事業による企業立地を推進します。 

 

４ 都市と農地が共存する土地利用（都市農地） 

本市は、名古屋市に隣接しながら、一定の農地が残っています。人口減少におけるゆと

りある住環境、防災意識の高まりなど、大きく時代が変化するなか、大都市近郊における

農地には多様な機能が期待されています。 

そうしたことから、リニアインパクトや企業誘致などによる都市的土地利用への転換な

どと合わせ、市内に広がる農地の地域バランスを考慮しながら、農地機能の明確化を図り、

都市と農地が共存できる土地利用を図ります。  
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第３章 分野別まちづくり方針 

１ ６つの分野別目標 

 めざすまちの姿を実現するため、６つの分野別目標を設定します。 

⑴ 健康・福祉分野 

―「健康で生きがいを持って暮らせるまちづくり」 

   すべての市民が、心も体も健康で生きがいに満ちた幸せな暮らしを送るとともに、子

育てがしやすく、高齢者や障害者が住み慣れた家庭や地域で安心して暮らせるまちづく

りが求められています。 

そのため、市民自らの健康づくりを支援するとともに、救急医療体制の充実を図りま

す。また、子育て支援の施策と環境を整備するとともに、地域で暮らす高齢の方を、介

護、福祉、健康、医療等のさまざまな面から包括的に支えます。更に、障害者や生活困

窮者が自立して生活できるよう支援施策を充実します。 

 

 

 

⑵ 教育・文化分野 

―「豊かな学びと心を育み文化の薫るまちづくり」 

   豊かな人間性・社会性を持ち、国際社会にも対応できる人材が求められています。ま

た、成熟社会が進むにしたがって、生きがいや心の豊かさを求め、それぞれが志向する

生活様式や都市的で文化水準の高い生活の実現に対する期待が高まっています。 

   そのため、学校と家庭、地域社会の連携を強化して、みんなで子どもを育むことがで

きる教育を充実します。また、子どもから高齢者まで、誰もが自主的に文化活動や学習、

スポーツ活動に取り組むことができ、生涯にわたって学び続けることができる環境づく

りを進めます。更に、地域に伝わる伝統や文化、市内の大学の優れた人材等の地域資源

と日常生活の中で身近にふれあえる取組を進め、本市に対する誇りや愛着を高めます。 

 

 

 

⑶ 安全・環境分野 

―「安全・安心で環境にやさしいまちづくり」 

   水害や発生が予想されている南海トラフ巨大地震などの災害から生命や財産を守ると

ともに、交通事故や犯罪のない、安心して暮らせる安全なまちづくりが求められていま

す。また、地球温暖化防止等に対応した環境にやさしいまちづくりが求められています。 

   そのため、市民や地域と連携して地域の防災、交通安全、防犯体制を強化するととも

に、建築物の耐震化や都市基盤整備と連携して防災対策を推進します。また、省エネ・

省資源など地球環境にも配慮した生活様式の普及と身近な自然環境の保全を進め、人と

地球に優しい循環型社会の形成を図ります。  
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⑷ 都市基盤分野 

―「快適で利便性の高いまちづくり」 

   定住したいと感じられる魅力的な居住環境と活発な産業活動が展開できる環境が調和

した整備が重要です。また、水と緑の空間としての農地を活用して、市民生活にうるお

いとやすらぎが感じられる空間を形成することが期待されています。 

   そのため、駅周辺の整備やにぎわいの創出、土地区画整理事業などによる計画的な市

街地や産業用地の整備、開発の誘導、緑の空間としての農地の保全、道路網や下水道の

整備など快適で利便性が高く安全な都市環境を整えていきます。また、コンパクトな生

活圏を形成し、憩いやレクリエーションの場を身近に充実させるとともに、市を二分し

ている鉄道を高架化し、円滑に移動できる道路環境や公共交通の整備を図ります。 

 

 

 

⑸ 産業活力分野 

―「魅力的で活力あるまちづくり」 

   多様な事業活動による地域の活性化や安定した雇用創出を図り、経済基盤を強化する

ことが求められています。 

   そのため、既存産業に対する市民の理解を深め、後継者育成を図るとともに、農地の

多面的な機能の活用、生活を支える商業・サービス業の振興、地域の産業を支援します。

また、本市が名古屋市に近接することから、名古屋空港や高速道路の利便性の高い優れ

た立地条件を活かした企業の誘致を推進し、新事業・新産業創出など事業者の経営基盤

の強化、スモールビジネスなどの起業を支援します。 

 

 

 

⑹ 協働・行財政分野 

―「協働と連携のまちづくり」 

   地方分権や社会環境の変化に柔軟かつ的確に対応し、地域特性に見合った独自性のあ

るまちづくりが求められています。 

   そのため、自治会やボランティア活動など、地域自治力の強化と市民の自主的な活動

を促進するとともに、市民と行政が情報を共有して、積極的に協働のまちづくりを進め

ます。また、行政課題に迅速かつ適切に対応できる組織や機構の改革を進めるとともに、

職員一人ひとりが意識改革に努め、自らの責任と判断のもと、効率的でより質の高い行

政サービスの提供をめざします。更に、広域行政を進め、将来を見据えて名古屋市等と

の合併を含めた施策連携の方策を検討します。 
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２ 施策の体系 

  ６つのまちづくりの目標を実現するため、２８の施策を設定し、推進します。 

 

第１章 健康・福祉分野 

―「健康で生きがいを持って暮ら

せるまちづくり」 

1-1 健康・医療 

1-2 地域福祉 

1-3 子育て支援 

1-4 高齢者福祉 

1-5 障害者（児）福祉 

1-6 社会保障 

第２章 教育・文化分野 

―「豊かな学びと心を育み文化の

薫るまちづくり」 

2-1 学校教育 

2-2 生涯学習 

2-3 文化・芸術 

2-4 スポーツ・レクリエーション 

第３章 安全・環境分野 

―「安全・安心で環境にやさしい

まちづくり」 

3-1 防災・消防 

3-2 交通安全 

3-3 防犯 

3-4 ごみ処理・資源循環 

3-5 環境保全 

第４章 都市基盤分野 

―「快適で利便性の高いまちづく

り」 

4-1 道路基盤 

4-2 市街地・下水道 

4-3 公園・緑地・緑化・景観 

4-4 河川・雨水処理 

4-5 公共交通  

第５章 産業活力分野 

―「魅力的で活力あるまちづく

り」 

5-1 農業 

5-2 商業・サービス業 

5-3 工業 

第６章 協働・行財政分野 

―「協働と連携のまちづくり」 

6-1 コミュニティ・市民活動 

6-2 人権・共生・男女共同参画 

6-3 広報広聴・情報管理 

6-4 行政経営 

6-5 多様な連携 

 


